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PPP事業の入札時におけるリスク評価では，リスクが契約上官民の間でどのように分担されているかという
ことに加え，契約に規定された範囲を超えるようなリスク事象に対する両者の事後的な対応をいかに予測するか
ということが重要となる．本研究では，リスク事象が発生した際の官民の対応を戦略型ゲームによってモデル
化した．その上で，グローバル・ゲームの考え方を用いることで，顕在化した資金需要の大きさに対する認知
誤差を考慮しない場合には協調的な均衡と非協調的な均衡がそれぞれ確率的に実現すると考えられていた状況
でも，官民の間に認知誤差がある場合には非協調的な均衡が実現してしまうことを示した．これは，事業期間
中にリスク事象が発生した際に事業が破綻に陥るのを防ぐためには，行政は入札時のリスク評価において，事
業者の収益を従来の想定よりも多めに確保する必要があることを示す結果である．
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1. はじめに

(1) 背景

近年，我が国においても財政状況が厳しさを増す中で，

インフラの老朽化対策や防災・減災対策と財政の健全

化を両立させることが急務となっており，Public Private
Partnership（PPP）に対する期待が高まっている．これ
は，民間事業者のもつ資金調達や事業運営のノウハウ

を活用することで効率的に公共サービスを提供しよう

とする考え方であり，国内外の様々なプロジェクトにお

いて導入が推進されている．しかしながら，PPPに対
して寄せられる期待の大きさと比べ，その方法論につ

いては十分に確立されているとは言い難く，実際には

事業開始後に事業者が撤退するケースや，従来型の公

共事業よりも多額の公的資金が投入されるようなケー

スも確認されている．

こうした事態が生じる大きな要因としては，PPP方
式を用いた事業の契約期間の長さが挙げられる．これ

は，民間事業者の創意工夫を引き出すという観点では

PPP本来の目的に即している一方で，契約締結に際し
て将来的に生じうる事態とその対応を詳細に規定する

ことが困難になることも意味している．こうした性質

は契約の不完備性と呼ばれ，事業開始後に契約上に記

述されない事態が発生した場合には，政府と民間事業

者との間で再交渉を実施することになるが，この枠組

みが適切に用いられないことで非効率性がもたらされ

ることが多くの実証研究で示されてきた 1–4)．したがっ

て PPP方式を用いる場合には，入札の時点で不測の事
態が生じる可能性についても正しく考慮し，適切なリ

スク評価を行うことが極めて重要となる．

ところで契約のもつ不完備性については，エージェ

ンシー理論を主とする不完備契約理論の枠組みにおい

て，機会主義的な動機による私的情報の隠蔽がもたら

す非効率性をいかにして小さくするかという観点から

理論的分析が行われてきた 5–12)．確かに，PPP事業に
おいても隠された行動問題（モラルハザード）や隠さ

れた情報問題（逆選抜）が観察されており，これらを説

明する上でエージェンシー理論は有効であった 13–20)．

一方，大規模自然災害等の巨大リスク事象に対する

官民の対応を見ると，両者は利益相反の関係というよ

りもむしろ，互いに協力することが双方にとって望まし

い相補的な関係にあると言える．展開型ゲーム理論を

基本的な枠組みに用いるエージェンシー理論では，こ

うした状況でプレイヤー同士が協力することは自明と

されてきた．しかしながら実際には，官民がそれぞれ

リスクに対して適切な対応をとることが期待できる状

況であったにもかかわらず，目の前のリスクをどう認識

するかという部分に不確実性が存在したことで両者が

互いの戦略を読み違えた結果，PPP事業が破綻に追い
込まれるような事例も観察されている 21, 22)．したがっ
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て入札時のリスク評価においても，認知誤差の存在に

よって意図せずして協調が失敗する可能性を正しく考

慮することが求められる．

(2) 目的

以上を踏まえ，本研究では，リスク事象に対する認

知誤差が PPP事業における官民の協働に与える影響を
理論的に明らかにし，入札時のリスク評価についての

示唆を得ることを目的とする．そのために，まず公共

事業契約における官民の意思決定を戦略型ゲームの枠

組みでモデル化し，PPP事業で官民の間に成立する相
補性を表現できる理論的枠組みを構築する．その上で，

認知誤差をモデルに組み込み，それが官民の協働に対

して与える影響を明らかにする．最後に，その結果を

踏まえたときに入札時のリスク評価がどう変化するか

を分析し，PPP事業の計画策定時におけるリスク評価
に関して示唆を与える．

2. グローバル・ゲーム

Harsanyi23) は，不完備情報ゲームにおいて，各プレ

イヤーが自らの観測するゲームのファンダメンタルズ

に基づきベイズ的に期待利得を最大化した結果として

実現する均衡を，ベイジアン・ナッシュ均衡として定式

化した．この考え方を用いて戦略型ゲームにおける複数

均衡の精緻化を行ったのが，Carlsson & van Damme24)

によって考案されたグローバル・ゲーム理論である．

従来，複数均衡に対して唯一の均衡を見出すという

均衡の精緻化と，情報に関する仮定の現実性を高める

という二つのゲーム理論における中心的な課題は，互

いにトレードオフの関係にあるものとして捉えられて

きた．こうした従来の見方に反して，共通情報という仮

定を弱めることでナッシュ均衡解が一つに定まるとい

うことを主張したのがグローバル・ゲームだと言える．

Moris & Shin25)はグローバルゲーム理論を用いて，自

己実現的な通貨危機が発生するメカニズムを分析した．

これは，政府が固定為替相場制度を採用している状況

において，投機家が変動為替相場への移行によって利

益を得る機会を伺っている状況を想定している．その

上で，政府の財政指標であるファンダメンタルズが中

間的な値であり，他の投機家が誰も投機攻撃に参加し

なければ自分の投機攻撃は成功せず，他の投機家全員

が攻撃するならば自分も投機攻撃に参加することで利

益が得られるような状況であるものとしたときに，従

来の複数均衡モデルではいずれの均衡が選択されるか

はマーケット・センチメントにおうじて決まるとされ

ていたのに対して，不完備情報下においてはスイッチ

ング・シグナルと呼ばれる水準によって一意に均衡が

決定されることを示した．

なお，Carlsson & van Damme24) は，ファンダメンタ

ルの観測値に関する誤差項の分布の幅が十分に小さい

ときには，グローバル・ゲームにおいて選択される戦略

の組がリスク支配均衡に一致することを明らかにした．

3. PPP事業のモデル化

(1) モデル化の概要

a) 事業全体の流れ

本研究では，政府の管理する既存の公共施設を用い

たコンセッション方式による事業をモデル化する．事

業は大きく図 1の流れに従って進行するものとする．
はじめに，政府は導入可能性調査によって事業リス

ク等を把握し，それに基づき案件を形成した上で入札

に関する情報を公告する．これを受けて，民間事業者は

独自の事前調査に基づいて事業の採算性を分析し，そ

の結果を踏まえて入札戦略を決定する．政府は事業者

の提示する入札戦略を評価して，入札に参加した事業

者の中から運営権者を選定する．

決算 

事業運営 
（事業者） 

事業者の選定 
（政府） 

入札戦略の決定 
（事業者） 

入札公告 
（政府） 

入札プロセス 

導入可能性調査 
（政府） 

政府は，導入可能性調査を通じて事業リスクの 
大きさを観測する． 

事業者は，自ら観測した事業リスクの大きさに 
基づき収益性を検討し，入札戦略を決定する． 

政府は，事業者の提示する入札条件を評価し，
運営権を付与する事業者を選定する． 

事業者は，契約内容に基づき事業を運営する． 
※事業期間中に確率的にリスク事象が発生する． 

政府は，導入可能性調査の結果に基づき案件の
形成を行い，入札に関する情報を公告する． 

事業期間 

図–1 事業全体の流れ

ところで，この事業では事業期間内にある確率で大

規模自然災害等の極大リスク事象が発生すると予測さ

れており，その情報が官民の間で共有されている．た

だし，リスク事象が顕在化した場合に生じる追加的な

資金需要の大きさについては正確に把握できないため，

官民はそれぞれ独自に調査を行うことで予測しなけれ

ばならない（表 1）．極大リスク事象の発生により事業
継続が困難となった場合には，事業者は政府に対して

再交渉を通じた契約内容の変更を申し入れることがで

きると定められている．したがって，民間事業者が入

札戦略を決定する際に行う収益性分析では，リスク下

における官民の対応についても検討されることになる．

ここでは，政府が事業者の提示する入札条件を評価し
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て，入札に参加した事業者の中から運営権者を選定し

ている状況を考える（図 1の太枠）．

表–1 リスク事象に関する情報の扱い

リスク事象の発生確率 共有情報 例）巨大地震の発生確率 

リスク事象に伴って生じる 
追加的な資金需要 

非共有情報 
（官民がそれぞれ独自に観測） 

例）巨大地震が当該インフラ 
　　にもたらす損傷の大きさ 

b) リスクが顕在化した際の対応

ここで，事業運営から決算までの流れについてより

詳細に表すと，図 2のようになる．大規模自然災害の
ように広範に膨大な被害をもたらす極大リスク事象が

発生した場合，行政が個々の事業について迅速に協議

の場を設けることは困難である．したがって各事業を

運営する事業者は，災害に対する初動対応を自らの判

断において行う必要がある．一方で発災からある程度

時間が経過して行政機能が回復してくると，追加的に

生じる資金需要の大きさを考慮して事業を PPP方式に
よって継続することの是非が検討される（再交渉）．継

続が妥当であると判断した場合，行政は民間事業者の

採算性を保証するため，サービス料金やコンセッション

フィーの見直しといった契約内容の変更に応じる．こ

れに対して PPP方式による継続を諦める場合，行政は
事業を買い戻し，自ら残りの事業期間の運営を実施す

ることになる．

リスク事象 
発生 

積極的な 
初動対応 

契約内容の 
変更を拒否 
（再交渉） 

Yes 

No 

No 

Yes 

No 

Yes 

決算 

民間事業者による 
通常運営 

民間事業者による 
リスク下での運営 

政府による 
リスク下での運営 

戦略型ゲームによって 
モデル化する範囲 

民間事業者による 
通常運営 

政府 

事業者 

図–2 リスク事象発生時における事業の流れ

ところで，民間事業者による初動対応の効果はリス

ク下での運営期間全体を通して徐々に現れてくると考

えられる．よって，政府が再交渉において PPP事業と
して継続することの是非を検討している時点では，事

業者がどのような初動対応を行ったかを知り得ないも

のとする．これを踏まえると，民間事業者の初動対応

における努力水準は，再交渉の場での政府の対応をど

う予想するかに依存することとなる．仮に，政府が事

業を買い戻すことが予想されるならば，初動対応によ

る費用削減効果が民間事業者に還元されないため，積

極的に初動対応を行うとは考えにくい．一方で，正当

な補償のもとで事業運営を継続できると予想されるな

らば，極大リスク事象に対して初動対応の段階から積

極的な対策を講じるインセンティブが存在する．

以下ではこれらの大まかな議論を前提にした上で，実

際にゲーム理論を用いてコンセッション方式による PPP
事業をモデル化していく．

(2) 利得構造

リスク事象が発生した際の官民による意思決定構造

は，図 3のような展開型のゲームで表現される．初動
対応において，民間事業者は再交渉での政府の対応を

予測した上で，積極的に資金需要削減の努力を行う C
戦略と，最低限の対応しか行わない D戦略のいずれか
を採用する．一方，政府は契約内容の変更を求める民

間事業者の要求に対して，それを受け入れて PPP事業
として継続する C戦略と，それを拒否して事業を買い
戻す D戦略のいずれかを採用する．

事業者 

 政府 

情報集合 

初動対応 再交渉 

積極的対応 (C) 

消極的対応 (D) 

契約内容の変更 (C) 

リスク事象 
発生 

リスク下での 
事業運営 

!SCC
!GCC

!SCD
!GCD

!SDD
!GDD

!SDC
!GDC

決算 

非協力状況下での意思決定 

!SDC
!GDC

!SCC
!GCC

!SCD
!GCD

!SDD
!GDD

− CE

0
0

− x ∆p + y ∆FS

0
− x ∆p + y ∆FS

p’q’ – {CO + α (ρ − e)}
− x ∆p + y ∆FS

p’q’ – (CO + αρ)
− x ∆p + y ∆FS

− CE

0
0

gq + pq − {(1 + γ) CO + ρ}
− L
L

− L
L

0
0
0
0

0
gq + pq − {(1 + γ) CO + ρ}

− F’S

F’S

− F’S

F’S

0
0

0
0

買い戻し (D) 

契約内容の変更 (C) 

買い戻し (D) 

図–3 リスク事象の発生時におけるゲーム構造

ただし先述のとおり，再交渉の時点で政府は民間事

業者の初動対応について情報を有しておらず，民間事

業者の 2種類の戦略に対応する政府の手番は互いに無
差別な情報集合を形成している．従って，このゲーム

は表 2に示す戦略型ゲームとしても表現することが可
能である．

いま，事業者が X戦略を，政府が Y戦略を採用した
場合に事業者と政府が獲得する利得をそれぞれ πSXY，
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πGXY とおき，それらが時系列に沿って変化する様子

を見ていく．図 3の左端においてリスク事象が発生す
ると，民間事業者はどのような初動対応を行うかにつ

いて検討することとなるが，初動対応において C戦略
を採用することには CE のコストを要する．先述のと

おり，C戦略を採用することによる資金需要削減の効
果は，この時点では発現しない．

リスク事象の発生から一定期間が経過し，民間事業

者から再交渉の申し入れを受けた政府は，事業を PPP
方式で継続することの是非を検討することになる．こ

こで，サービス料金の値上げやコンセッションフィーの

減少（実質的には民間事業者に対する金銭補償と等し

い）は，政府にとって世論の反発といった政治的コスト

を伴うことを考慮する必要がある．契約締結時のサー

ビス料金とコンセッションフィーをそれぞれ p，FS，再

交渉を通じて新たに設定されたサービス料金とコンセッ

ションフィーをそれぞれ p′，F ′
S とした上で，契約内容

の変更に伴う政治的コストを次式でおく．

x ·∆p− y ·∆FS (1)

ただし∆p = p′ − p, ∆FS = F ′
S − FS (2a, b)

一方で政府が事業を買い戻す場合，自己資本分や債務

保証の対象外の借入など事業者による有限責任の範囲

を Lとすれば，破綻に際して民間事業者の母体である

企業群が負担する債務は Lである．

次にリスク下での事業運営を考える．まず，リスク

事象が顕在化していない通常運営時に発生するコスト

を CO とする．リスク事象の発生に伴う追加的な資金

需要が ρであるとき，このうち αρを事業者が負担し，

残りの (1− α)ρを政府が負担することになる（これは

リスク対応においてそれぞれが担う業務の範囲に対応

しており，補償によるリスクの移転とは別に，事業の

性質に応じて自動的に決まるものである．0 ≤ α ≤ 1）．

初動対応において民間事業者が C戦略を選択した場合
には，事業全体で追加的に発生する資金需要は ρ− eへ

と減少する．また，政府が事業を買い戻して自ら運営

することには非効率性が伴うため，政府が D戦略を選
択した際には運営コストが (1 + γ)CO へと上昇すると

考える．

事業収益については，サービス料金 pと需要 qに対し

て p ·qの料金収入が運営主体の利益となる．ただし，料
金徴収等にかかるコストは無視する．また，公共サービ

スを提供することで政府が得る経済発展や世論向上な

どの間接的な便益は，サービスに対する需要の大きさ q

に比例するものとして g · qと表す（事業の Availability
が大きいほど公共事業による社会的な便益が大きいと

いう仮定に基づく）．ここで，gは事業の社会的便益が

料金収入による直接便益に対して相対的にどれだけ大

きいかを表す比例定数である．なお，PPP事業として
民間事業者が継続的に事業運営を行う場合，政府は事

業期間の終了と同時に，再交渉で新たに定められた F ′
S

をコンセッションフィーとして事業者に支払う．

以上を踏まえて，それぞれの戦略の組に対するプレ

イヤーの利得を行列表示したものが表 2である．

表–2 利得構造

政府 

事業者 

C� D�

C

D�

πG

π S

!p q !p( )− "FS
− CO +α ρ − e( )+CE{ }

gq !p( )− xΔp+ yΔFS{ }
+ !FS − 1−α( ) ρ − e( )

−L −CE

gq p( )+ pq p( )+ L
− 1+γ( )CO + ρ{ }

!p q !p( )− "FS
− CO +αρ( )

gq !p( )− xΔp+ yΔFS{ }
+ !FS − 1−α( )ρ

−L

gq p( )+ pq p( )+ L
− 1+γ( )CO + ρ{ }

p : 契約時に定めたサービス利用料金 
p’ : 再交渉において新たに定めたサービス利用料金 
FS : 契約時に定めたコンセッションフィー 
F’S : 再交渉において新たに定めたコンセッションフィー 
q : サービスに対する需要 
CO : 通常の事業運営に要する費用 
γ : 行政が事業運営を行うことに伴う非効率性 
ρ : リスク事象の発生によって生じる追加的な資金需要 
α : 追加的な資金需要のうち民間事業者が負担する割合 
e : 民間事業者の積極的な初動対応で削減可能な資金需要 
CE : 民間事業者の積極的な初動対応に要する費用 
L : 事業破綻に伴う民間事業者の有限責任の範囲 
g : 事業のもつ社会的意義の大きさを表す係数  
x : サービス利用料金の変更に伴う政治的コストの大きさを表す係数  
y : コンセッションフィーの変更に伴う政治的コストの大きさを表す係数  

ここで，民間事業者が要求する契約変更の内容は以

下の式を満足する必要がある．

πSXC > −L (X ∈ C,D) (3)

これは，政府が再交渉を受け入れた場合に得られる利

益が，自ら事業から撤退することで得られる利益より

も大きくなければならないことを意味する．

4. 均衡解の導出

ここでは，民間事業者が自らが提示する入札戦略に

よって，どのような再交渉の結果が導かれるかを予測

している状況を考える．再交渉によって，契約内容が

以下のように変更されるものとする．p → p′ = p+∆p

FS → F ′
S = FS +∆FS

(4)

a) 認知誤差を考慮しない場合

はじめに，事業者と政府がともに C戦略を選択する
ことが純粋戦略ナッシュ均衡となる場合を考える．こ

こで式 (3)より，民間事業者の要求する契約変更の内容
は次式を満足する必要がある．

πSCC = p′q(p′)−F ′
S −CO −α(ρ− e)−CE > −L (5)

4
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その上で，これを満足するような変更内容が提示さ

れた場合に C-Cの戦略の組が純粋戦略ナッシュ均衡と
なるための必要十分条件は，次式で表される．

πSCC > πSDC かつ πGCC > πGCD (6a, b)

いま，πSCC > πSDC が常に成立することは明らかなの

で，πGCC > πGCD について解くと，

{g(p′)− g(p)} − pq(p)− x∆p+ (1 + y)∆FS

+FS + αρ+ (1− α)e− L+ (1 + γ)CO > 0
(7)

が得られる．

次に，事業者と政府がともに D戦略を選択すること
が純粋戦略ナッシュ均衡となるための必要十分条件は，

次式で表される．

πSDD > πSCD かつ πGDD > πGDC (8a, b)

いま，πSDD > πSCD が常に成立することは明らかな

ので，πGDD > πGDC について解くと，　

{g(p′)− g(p)} − pq(p)− x∆p+ (1 + y)∆FS

+FS + αρ− L+ (1 + γ)CO < 0
(9)

が得られる．

ここで，

D(ρ, FS , p) = {g(p′)− g(p)} − pq(p)− x∆p

+(1 + y)∆FS + FS + αρ− L+ (1 + γ)CO

(10)

とおけば，情報完備ゲームとして扱う場合の各均衡の

成立条件は以下のように表される．

戦略の組「C-C」が純粋戦略ナッシュ均衡となる

(if. D(ρ, FS , p) > 0)

戦略の組「C-C」，「D-D」が複数均衡を形成する

(if. − (1− α)e < D(ρ, FS , p) < 0)

戦略の組「D-D」が純粋戦略ナッシュ均衡となる

(if. D(ρ, FS , p) < −(1− α)e)

(11)

b) 認知誤差を考慮する場合

一方で，情報不完備ゲームとして扱う場合にはグロー

バル・ゲーム理論から，情報完備ゲームにおいて戦略

の組「C-C」，「D-D」複数均衡を形成していた領域でリ
スク支配均衡が実現する．したがって，この均衡にお

いては以下の等式が成立する．

(πSCC − πSDC) · (πGCC − πGCD)

= (πSDD − πSCD) · (πGDD − πGDC)
(12)

ここから，情報不完備ゲームとして扱う場合の各均

衡の成立条件は以下のように表される．

戦略の組「C-C」が純粋戦略ナッシュ均衡となる

(if. D(ρ, FS , p) > −(1− CE

αe )(1− α)e)

戦略の組「D-D」が純粋戦略ナッシュ均衡となる

(if. D(ρ, FS , p) < −(1− CE

αe )(1− α)e)

(13)
なお，以下では

H = (1− CE

αe
) (14)

と表す．

5. シミュレーション 1

以下では，民間事業者が自らの観測したリスクの大

きさに基づき入札戦略を決定し，政府がその妥当性を

評価している状況を考える．その上で，リスクに対す

る認知誤差が存在することを考慮することで，事業者

の入札戦略や政府の評価基準がどのように変化するか

を検討していく．なお簡単のため，再交渉によるサー

ビス料金の変更は認められず，リスク事象によって生

じた追加的な資金需要のうち，事業収益によって賄う

ことが不可能な部分を行政が負担することが取り決め

られている状況を例にとって考える．

再交渉によるサービス料金の変更が認められていな

いため，∆p = 0が成り立つ．また，追加的な資金需要

のうち事業収益によって賄うことが不可能な部分につ

いては，全て行政が負担するという決まりから，再交

渉においてコンセッションフィーは以下の金額に定め

られるものとする．

F ′
S =

FS (αρ ≤ PS)

FS − (αρ− PS) (αρ ≥ PS)
(15)

ただし，PS はリスク事象が発生せず，事業が通常運営

された場合に民間事業者にもたらされる利潤である．

PS = p · q − FS − CO (16)

なお，前章の判別式 Disc.は以下のように簡略化さ

れる．

D(ρ, FS , p) = −PS+(1+y)∆FS+αρ−L+γCO (17)

(1) 入札戦略の決定

a) 認知誤差を考慮しない場合

戦略の組「C-C」が純粋戦略ナッシュ均衡となるとき
事業者と行政がともに C戦略を選択することが，純
粋戦略ナッシュ均衡となるための必要十分条件は，

D(ρ, FS , p) ≥ −(1− α)e (18)

である．

まず，αρ ≤ PS のとき ∆FS = 0 であり，

5
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D(ρ, FS , p) ≥ −(1 − α)e を解いて αρ ≤ PS との共

通範囲を求めると，
PS

α
− γCO + (1− α)e− L

α
≤ ρ ≤ PS

α
(19)

が得られる．

一方，αρ ≥ PS のとき ∆FS = −(αρ − PS)であり，

Disc. ≥ −(1 − α)eを解いて αρ ≤ PS との共通範囲を

求めると，
PS

α
≤ ρ ≤ PS

α
+

γCO + (1− α)e− L

yα
(20)

が得られる．

以上より，事業者と行政がともに C戦略を選択する
ことが純粋戦略ナッシュ均衡となるのは，H = γCO−L

として，
PS

α
− H + (1− α)e

α
≤ ρ ≤ PS

α
+

H + (1− α)e

yα
(21)

が成立するときである．

戦略の組「D-D」が純粋戦略ナッシュ均衡となるとき
事業者と行政がともに D戦略を選択することが，純

粋戦略ナッシュ均衡となるための必要十分条件は，

D(ρ, FS , p) ≤ 0 (22)

である．

まず，αρ ≤ PS のとき ∆FS = 0 であり，

D(ρ, FS , p) ≤ 0 を解いて αρ ≤ PS との共通範囲を

求めると，

ρ ≤ PS

α
− γCO − L

α
(23)

が得られる．

一方，αρ ≥ PS のとき ∆FS = −(αρ − PS)であり，

Disc. ≤ 0を解いて αρ ≥ PS との共通範囲を求めると

ρ ≥ PS

α
+

γCO − L

yα
(24)

が得られる．

以上より，事業者と行政がともに D戦略を選択する
ことが純粋戦略ナッシュ均衡となるのは，

ρ ≤ PS

α
− H

α
または

PS

α
+

H

yα
≤ ρ (25)

が成立するときである．

なお，式 (21)(25)の共通範囲においては複数均衡が
成立している．以上から，追加的な資金需要の大きさ

に応じて均衡解がどのように変化するかを，一般的な

範囲で図示したものが図 4-aである．
ここで ρ > PS/αの範囲でも，追加的な資金需要が

非常に小さい場合には政府にとって事業を買い戻すこ

とが望ましい選択肢となっている．これは，事業収益

から政府への支払額を差し引いても，依然として事業

者の収益が追加的な資金需要に比べて十分に大きい状

況であり，そもそもこのような条件で PPP契約を締結
することは想定しにくい．よって，以下では ρ > PS/α

の範囲について考える．

追加的な資金需要：ρ PS/α 

均衡「C-C」 
均衡「D-D」 

PS/α – {H + (1 – α) e}/α PS/α – H/α PS/α + {H + (1 – α) e}/(yα) PS/α + H/(yα) 

図–4-a 認知誤差を考慮しない場合

追加的な資金需要：ρ 

PS/α – {H + E (1 – α) e}/α 

PS/α 

均衡「C-C」 
均衡「D-D」 

PS/α + {H + E (1 – α) e}/(yα) 

図–4-b 認知誤差を考慮する場合

図–4 各均衡が実現する範囲

まず，リスク事象に伴う追加的な資金需要が比較的

小さい（ρ < PS/α+H/(yα)）場合には，契約内容の変

更に伴う政治的コストがそれほど大きくないため，政

府にとっては PPP事業として継続することが望ましい
選択肢となる．よって，そのことを予測する民間事業

者は，リスク下における事業運営に伴う資金需要を小

さくするために積極的な初動対応を行う．

次に，追加的な資金需要が相当程度大きい（ρ <

PS/α+ {H + (1− α)e}/(yα)）場合には，契約内容の
変更に伴う政治的コストが大きすぎるため，政府にとっ

ては事業を買い戻すことが望ましい選択肢となる．よっ

て，そのことを予測する民間事業者は，効果が自身の

利得に還元されないために初動対応を怠る．

一方でこれらの中間的な領域では，行政が PPP事業
として継続することを予測した事業者は積極的に初動

対応を行うが，行政が事業を買い戻すことを予測した

事業者は初動対応を怠る．そして，この行政の意思決

定を規定するのも民間事業者が初動対応を行ったかど

うかに関する自らの信念であり，両者が互いの戦略を

読み合う状況になっている．ここで，複数均衡となる

範囲の大きさは事業者の初動対応における努力 eに関

する項で規定されており，初動対応での努力が追加的

な資金需要を削減する余地が大きいほど，協力的な均

衡を実現しうる領域が大きくなる．

なお均衡が変化する位置については，γCO が大きい

ほど，Lが小さいほど，yが小さいほど，ρ > PS/αか

ら遠ざかる形になっているが，これらはそれぞれ「行政

が事業を運営することによる非効率性が大きいほど」，

「事業破綻の際に事業者が負担する金額が小さいほど」，

「入札条件の変更に伴う政治的コストが小さいほど」，

行政にとって再交渉による入札条件の変更という選択

肢を選びやすくなることを意味しており，直感的にも

妥当である．

6
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b) 認知誤差を考慮する場合

各プレイヤーが観測する追加的な資金需要 ρiにはそ

れぞれ誤差項 ϵi が含まれているとすると，

ρS = ρ+ ϵS , ρG = ρ+ ϵG (26a, b)

と表される．ただし，誤差項 ϵS，ϵGはいずれも [−ϵ, ϵ]

の一様分布に従い，これは両者の共有情報とする．

戦略の組「C-C」が純粋戦略ナッシュ均衡となるとき

事業者と行政がともに C戦略を選択することが，純
粋戦略ナッシュ均衡となるための必要十分条件は E =

1− CE/(αe)として，

D(ρ, FS , p) ≥ −(1− CE

αe
)(1− α)e (27)

である．

まず，αρ ≤ PS のとき ∆FS = 0 であり，

D(ρ, FS , p) ≥ −E(1− α)eを解いて αρ ≤ PS との共通

範囲を求めると，
PS

α
− H + E(1− α)e

α
≤ ρ ≤ PS

α
(28)

が得られる．

一方，αρ ≥ PS のとき ∆FS = −(αρ − PS)であり，

D(ρ, FS , p) ≥ −E(1− α)eを解いて αρ ≤ PS との共通

範囲を求めると，
PS

α
≤ ρ ≤ PS

α
+

H + E(1− α)e

yα
(29)

が得られる．

以上より，事業者と行政がともに C戦略を選択する
ことが純粋戦略ナッシュ均衡となるのは，
PS

α
− H + E(1− α)e

α
≤ ρ ≤ PS

α
+

H + E(1− α)e

yα
(30)

が成立するときである．

戦略の組「D-D」がナッシュ均衡となるとき

事業者と行政がともに D戦略を選択することが，純
粋戦略ナッシュ均衡となるための必要十分条件は，

D(ρ, FS , p) ≤ −E(1− α)e (31)

である．

まず，αρ ≤ PS のとき ∆FS = 0 であり，

D(ρ, FS , p) ≤ −E(1− α)eを解いて αρ ≤ PS との共通

範囲を求めると，

ρ ≤ PS

α
− H + E(1− α)e

α
(32)

が得られる．

一方，αρ ≥ PS のとき ∆FS = −(αρ − PS)であり，

D(ρ, FS , p) ≤ −E(1− α)eを解いて αρ ≥ PS との共通

範囲を求めると，

ρ ≥ PS

α
+

H + E(1− α)e

yα
(33)

が得られる．

以上より，事業者と行政がともに D戦略を選択する
ことが純粋戦略ナッシュ均衡となるのは，

ρ ≤ PS

α
− H + E(1− α)e

α

または
PS

α
+

H + E(1− α)e

yα
≤ ρ

(34)

が成立するときである．

以上を踏まえて，情報の不完備性を考慮した場合の

追加的な資金需要に対する均衡の変化の様子を図示し

たものが，図 4-bである．

情報完備ゲームにおいては複数均衡が生じていた領

域においても，情報不完備ゲームの場合にはある閾値

を境として均衡が唯一に決まっている．また，均衡が

切り替わる位置は CE/(αe)の大きさによって決まって

おり，CE に対する αeの値が大きいほど，すなわち積

極的な初動対応を行うために要する費用対してその効

果が大きいほど，協力的な均衡が実現する範囲も大き

くなることがわかる．

(2) 入札条件の評価

ここまで，所与の契約内容 (pS , FS)のもとでリスク

事象が顕在化した場合に，再交渉で実現する均衡が追

加的な資金需要の大きさ ρによってどのように変化す

るかを見てきた．政府はこの結果を踏まえて，事業者

の提示する入札戦略 (pS , FS)の妥当性を評価すること

になるが，以下ではその際に認知誤差の影響を考慮す

るかどうかによって，政府の意思決定にどのような違

いが生じるかを見ていく．

議論が複雑になるのを防ぐため，コンセッションフィー

FS を一定とし，公共サービスの利用料金 pS のみに基

づいて競争入札が行われるものとする．また，公共サー

ビスの需要 qが利用料金 pS に対して

q(p) = a(pmax − pS) (35)

で決定されると考える．このとき，利用料金 pS と追加

的な資金需要 ρの大きさによって，再交渉で実現する

均衡がどのように変化するかを図 5に示した．@点示
部と横線部は，それぞれ協力的な均衡と非協力的な均

衡が実現する領域を示している．

以上を踏まえて，事業入札において民間事業者が提示

してくる入札戦略を政府が評価する流れをシミュレー

ションしていく．はじめに，民間事業者は独自の調査

で観測した事業リスクの大きさ ρS に基づいて事業の収

益性を分析し，入札戦略として公共サービスの利用料

金 pS を提示する．これに対して，政府は導入可能性調

査で観測した事業リスクの大きさ ρGを前提として，利

用料金 pS の下でリスク事象が顕在化した際に，再交渉

を通じてどのような均衡が実現するかを予測する．こ

こで非協調的な均衡が実現すると予測された場合，政

7
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サービス利用料金: p 

追加的な資金需要: ρ 
0 ρG 

D = − (1 − α) e   

D = − H (1 − α) e   
D = 0 

ρLow 

　　　均衡「C-C」が実現
　　　均衡「D-D」が実現 

図–5-a 認知誤差を考慮しない場合

サービス利用料金: p 

追加的な資金需要: ρ 
0 ρG 

D = − (1 − α) e   

D = − H (1 − α) e   
D = 0 

ρ’Low 

ρLow 

　　　均衡「C-C」が実現
　　　均衡「D-D」が実現 

図–5-b 認知誤差を考慮する場合

図–5 再交渉を通じて実現する均衡の様子

府は事業者の提示する利用料金 pS が適正な水準ではな

いと判断し，当該事業者を運営権者選定の対象から外

すことになる．

したがって，入札時に政府が認知誤差の影響を考慮

しない場合，pLow 以上の利用料金を提示してくる事業

者の中から運営権者を選定することになる．一方で，入

札時に政府が認知誤差の影響を考慮する場合には，入

札条件が妥当であると判断するための基準は p′Lowへと

上昇する．

ここで，入札の時点で認知誤差の影響を考慮してい

ない民間事業者が pLow ≤ pS ≤ p′Low の範囲で入札戦

略を提示した場合，同じく認知誤差の影響を考慮しな

い政府はこれを妥当な料金設定であると判断すること

になる．しかしながら，この契約内容のもとで事業運

営中に実際にリスク事象が発生した場合，グローバル・

ゲームの考え方に従えば両者の間で戦略の読み合いプ

ロセスが発生し，結果的に協調的な均衡が実現しない

ことが予想される．このことは，入札時のリスク評価

において認知誤差の影響を無視することによって，リ

スク事象が発生した際に事業破綻をもたらすような契

約を締結してしまう可能性を示唆している．したがっ

て，政府が事業者が提示する入札戦略を評価する際に

は，従来想定されていたよりも事業者の収益に余剰を

見込むことを前提にしなければならないと言える．

6. シミュレーション 2

ここまでは主に，事業期間中にリスク事象が顕在化

した場合における官民の対応について検討してきた．し

かし，リスク事象への対策に関する民間事業者の戦略

としては，リスクが顕在化した直後の積極的な初動対

応によって追加的に発生する資金需要を抑制する他に，

事象が発生する前の通常運営の段階から予防的投資を

行うことが考えられる．もちろんこれらは二者択一と

いう性質のものではなく，実際には事業の性質に応じ

て重み付けしつつも両フェーズにおいて適当な対策を

行わなければならない．しかしながら，ここでは簡単

のため，民間事業者はどちらかの戦略を予め選択する

ものとする．その上で，前章までの議論を踏まえて PPP
事業における予防的投資の意義を再検討する．

決算 

事業運営 
（事業者） 

リスクへの事前対策 
（事業者） 

事業者の選定 
（政府） 

入札戦略の決定 
（事業者） 

入札公告 
（政府） 

入札プロセス 

導入可能性調査 
（政府） 

事業者は，将来的なリスク事象の発生に備えて 
事前に予防的投資を行うことができる． 

事業期間 

図–6 リスク事象発生時における事業の流れ

一般に，平時からリスク事象に備えて対策を行うこ

とで，発災後の緊急対応よりも効率的な資源配分を実

現できる．一方で，事業期間中にリスクが顕在化しな

ければ事前対策に要した費用はサンクコストとなって

しまう．よって，民間事業者はリスク事象の発生確率
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や事業の性質に応じてこれらのバランスを検討しつつ，

予防的投資の有効性を検討していくことになる．

ところで，予防的投資についてはもう一つ重要な側

面がある．リスク下で民間事業者が行う初動対応が，政

府との対応協議において正当に評価されない可能性を

もつのに対し，平時からリスク事象に備えて行われる

予防的投資は（耐震補強など），政府が比較的容易にそ

の効果を観察できると言える．よってここでは，行政

にとって民間事業者による予防的投資の有無が観察可

能であることを仮定する．

いま事業者が予防的投資を行うことで，リスク事象

の顕在化に伴う追加的な資金需要が e削減できるもの

とする．ただし，この投資には (1− λ)CE の費用を要

する．ここで，λは予防的投資が緊急対応に対してもっ

ている相対的な効率性を表している．事業期間内にリ

スク事象が顕在化する確率は θとする．

以上を踏まえると，民間事業者が予防的投資を行った

場合，リスク下での政府の意思決定は，民間事業者の初

動対応を期待する政府が行う意思決定に一致する．よっ

て，民間事業者の期待利得 πS,Pre は次式で表される．

πS,Pre =



θ(πSCC + λCE)

+(1− θ){PS − (1− λ)CE}

(if. D(p, FS , ρ) ≥ −(1− α)e)

θ{πSDD − (1− λ)CE}

+(1− θ){PS − (1− λ)CE

(if. D(p, FS , ρ) ≤ −(1− α)e)

(36)

一方，予防的投資を行わない場合の事業者の期待利

得 πS,Proについては，認知誤差を考慮するかどうかに

よって次のような違いが生じる．

情報完備ゲームの場合

πS,Pro =



θπSCC + (1− θ)PS

(if. D(p, FS , ρ) ≥ −(1− α)e)

θπSDD + (1− θ)PS

(if. D(p, FS , ρ) ≤ −(1− α)e)

(37)

情報不完備ゲームの場合

πS,Pro =



θπSCC + (1− θ)PS

(if. D(p, FS , ρ) ≥ −E(1− α)e)

θπSDD + (1− θ)PS

(if. D(p, FS , ρ) ≤ −E(1− α)e)

(38)

いま，民間事業者が予防的投資を行うための条件は

次式が成り立つことである．

πS,Pre > πS,Pro (39)

認知誤差を考慮しない場合，予防的投資の有無に関わ

らず均衡の変化する点はD(p, FS , ρ) = −(1− α)eであ

るから，予防的投資を行うことが望ましい選択肢とな

るための条件は以下のようになる．

θ + λ− 1 ≥ 0

(if. D(p, FS , ρ) ≥ −E(1− α)e)

1− λ ≤ 0

(if. D(p, FS , ρ) ≤ −E(1− α)e)

(40)

まず，行政が再交渉において契約内容の変更に応じる

と予想される状況では（D(p, FS , ρ) ≥ 0のとき），リ

スク事象の発生確率 θ が大きく，予防的投資の相対的

な効率性 λが大きい場合に，予防的投資が有効な選択

肢となることがわかる．一方で，行政が事業を買い戻

すことが予想される状況では（D(p, FS , ρ) ≤ 0のとき）

民間事業者にとって予防的投資は埋没コストとなって

しまうため，それが実行されるためには λが 1より大

きくなること，すなわち予防的投資が相当程度効率的

であり，かつ事前投資に対して補助金等のインセンティ

ブが付与されることが必要である．

これに対して，認知誤差を考慮した場合には，予防

的投資の有無によって協調的な均衡が実現する範囲が

変化していることがわかる．このことを踏まえて予防

的投資を行うことが望ましい選択肢となるための条件

を求めると，

θ + λ− 1 ≥ 0

(if. D(p, FS , ρ) ≥ −E(1− α)e)

θ(πSCC − πSDD) + (θ + λ− 1)CE ≥ 0

(if. − 1 ≤ D(p, FS , ρ)/{(1− α)e} ≤ −E)

1− λ ≤ 0

(if. D(p, FS , ρ) ≤ −(1− α)e)

(41)
となる．

ここで注目すべきは−1 ≤ D(p, FS , ρ)/{(1− α)e} ≤
−E の範囲である．この領域について，情報完備ゲー

ムではリスク事象の発生確率 θ や予防的投資の有効性

λが小さければ（1− θ − λ < 0のとき）予防的投資は

非効率的な選択肢であったのに対し，情報不完備ゲー

ムでは予防的投資を行うことが効率的な選択肢となっ

ていることがわかる．これは，リスク下での戦略の読

み合いが回避できることによるメリットを考慮すると，

リスク事象の発生確率 θ と予防的投資の相対的な効率

性 λのみに基づく従来の意思決定基準が変わってくる

ことを意味しており，予防的投資がもつシグナリング

としての価値を示唆する結果である．なお，戦略の読

み合いにおいて協調が成功することの相対的なメリッ

ト（πSCC − πSDD）が大きいほど，シグナリングとし
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ての効果は顕著となる．

7. 結論

本研究では，コンセッション方式による PPP事業を
ゲーム理論によってモデル化し，リスク事象に対する認

識に関して官民の間に認知誤差が存在することが，巨

大リスク事象が発生した際の両者の協調関係にどのよ

うな影響を及ぼすのかを分析してきた．ここから得ら

れた結論は以下のとおりである．

• 巨大リスク事象に対して官民が互いに協力して対
応することが望ましいような状況でも，リスク事

象に対する認識に関して両者の間に認知誤差が存

在することで，戦略の読み合いが生じて協力行動

が実現しない可能性があることが示された．

• PPP事業の入札時において，政府が認知誤差のも
たらす影響を正しく考慮せずに事業者の選定を行

うことで，リスク事象が顕在化した際に官民の協

力行動が実現せずに事業破綻に陥る可能性がある

ことが示された．

• PPP事業において事業者が行う予防的投資には，予
め自らの協力的な行動をシグナリングすることで，

事後的な戦略の読み合いによる協調失敗を回避す

る効果をもつことが示された．
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